
提出課 地域整備課

（款）　２．総務費 （項）　１．総務管理費 （目）　7．企画費

（単位：千円）

事　業　名 　太陽光発電システム助成事業

国・県支出金 起債 その他 一般財源

20,700 13,800 6,900 6,900

（事業内容の説明）

　　町内の自ら居住する住宅に太陽光発電システム、太陽熱温水器及び薪ストーブ等を導入する者

　に対し補助金を交付する（薪ストーブ等については、平成26年度からの新規事業）。

　　【補助額】

　　　　・太陽光発電システム設置費補助金（1キロワット当り90千円　上限額：1件当り4キロワット)
360千円×30件 10,800千円

　　　　・太陽熱温水器設置費補助金（上限額：1件当り70千円）

70千円×30件 2,100千円

　　　　・薪ストーブ、木質ペレットストーブ設置費補助金（上限額：1件当り180千円)　【新規事業】

180千円×5件 900千円

合　　計 13,800千円

　　【財　　源】
　　　鳥取県家庭用発電設備等導入推進補助金（補助率１／２） 6,900千円

（款）　２．総務費 （項）　１．総務管理費 （目）　１１．交通安全対策費

（単位：千円）

事　業　名 　交通安全施設設置事業

国・県支出金 起債 その他 一般財源

4,805 3,675 3,675

（事業内容の説明）

    道路交通の安全のため、第３次交通安全施設等整備計画（2年目）に基づき交通安全施設の設置、

　修繕を行う。

     ガードレール、路面標示等　22箇所

工事請負費 3,675 千円

平成２６年度一般会計予算

前　年　度
予　算　額

本　年　度
予　算　額

財源内訳

前　年　度
予　算　額

本　年　度
予　算　額

財源内訳
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提出課 地域整備課

（款）　４．衛生費 （項）　２．清掃費 （目）　１．清掃処理費

（単位：千円）

事　業　名   廃棄物処理管理事業

国・県支出金 起債 その他 一般財源

210,494 239,882 1,691 15,600 4,123 218,468

（事業内容の説明）

　　廃棄物の適正処理を行うとともに、廃棄物の減量化及び資源化の推進を図る。

　　特に可燃ごみの減量化を推進するために新たな分別項目を追加するための事業費を計上する。

　　【新規の分別事業】

　　　　・布類の拠点回収　⇒　年6回、布類（布団・畳等を含む）を拠点回収

　　　　　　　　　　 　　　　　　　　※回収後は、委託業者により燃料（RPF）化される。

　　　　・ミックスペーパーの回収　⇒　ダイレクトメール、紙切れなどをポリ袋で古紙として回収

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※啓発用ポリ袋の作成し、各戸配布する。

　　　　・混合粗大ごみの拠点回収　⇒　年2回、分別が困難なソファー等を拠点回収する

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　※回収後は、委託業者により分別し、一部資源化される。

　　　　★新規の分別も含めた新たな「ごみの分別冊子」等を作成する

（単独事業分） （1）消耗品費（可燃ごみ袋・ﾐｯｸｽﾍﾟｰﾊﾟｰ啓発用袋の作製等） 1,586千円

（2）冊子等印刷製本費 622千円

（3）不燃物収集業務委託料 20,215千円

（4）発泡・軟質プラ等処理委託料 599千円

（5）可燃ごみ収集業務委託料 9,794千円

（6）使用済乾電池・廃蛍光管処理委託料 894千円

（7）布類処理委託料 573千円 【新規】

（8）混合粗大ごみ処理委託料 1,322千円 【新規】

（9）廃棄物減量等推進協議会交付金 1,079千円

（10）その他 486千円

（組合事業分） （１）鳥取県西部広域行政管理組合負担金

　　・不燃物処理等負担金 131,014千円

　　・し尿処理等負担金 27,889千円

（２）南部町・伯耆町清掃施設管理組合負担金

　　・運営費負担金 42,309千円

　　・可燃ごみ焼却処理負担金 1,500千円

合　　計 239,882千円

　　【財　　源】

　　・鳥取県リサイクルフロンティア推進交付金 1,691千円

　　　　　（新たな分別に係る事務費、委託料分）

　　・指定ごみ袋販売収入 4,118千円

　　・一般廃棄物処理業許可手数料 5千円

　　・合併特例事業債 15,600千円

　　　　　（西部広域負担金分）

平成２６年度一般会計予算

前　年　度
予　算　額

本　年　度
予　算　額

財源内訳
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提出課 地域整備課

（款）　４．衛生費 （項）　２．清掃費 （目）　１．清掃処理費

（単位：千円）

事　業　名   清掃センター管理運営事業

国・県支出金 起債 その他 一般財源

50,500 77,088 39,900 4,419 32,769

（事業内容の説明）

　　伯耆町清掃センターの管理、運営を適切に行うとともに、可燃ごみの焼却を円滑に行う。

　　平成28年度以降も伯耆町清掃センターを稼働させる必要があるため、延命化のための改修費

　　用を新たに計上したほか、エコスラグセンター停止後の焼却灰処理方法を検討するため、灰の

　　試験費用を計上している。

（1）焼却施設修繕料 41,116千円

中央計装システム更新 10,800千円
空気予熱器チューブ管更新 8,100千円
焼却炉耐火物修繕 5,300千円
燃焼ガス冷却設備修繕 4,400千円
その他 12,516千円

（2）焼却灰溶出試験委託料 30千円

（3）焼却主灰運搬・処理委託料 1,296千円

（4）指定管理料 32,428千円

（5）使用済み紙おむつ・廃蛍光管置場等壁設置工事 2,129千円

（6）その他 89千円

合　　計 77,088千円

　　【財　　源】

　　　事業系持込可燃ごみ投入手数料 4,301千円

　　　家庭系持込可燃ごみ投入手数料 118千円

　　　過疎対策事業債（焼却施設改修分） 39,900千円

平成２６年度一般会計予算

前　年　度
予　算　額

本　年　度
予　算　額

財源内訳
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提出課 地域整備課

（款）　４．衛生費 （項）　２．清掃費 （目）　１．清掃処理費

（単位：千円）

事　業　名   生ゴミ減量化事業

国・県支出金 起債 その他 一般財源

7,635 1,472 1,472

（事業内容の説明）

　　集落及び食品残渣を排出している事業所に大型生ごみ処理機の貸出しを行うとともに、町内の

　公共施設から排出される生ごみの堆肥化を行うことにより生ごみの減量化を図る。

　　また、生ごみ処理容器を購入する者に対し補助金を交付する。

　　1.家庭ごみの減量化

（1）大型生ごみ処理機の維持管理

 　　設置箇所：こしきが丘区

　　　　　平成25年6月から稼働開始、12月末までに約４ｔの生ごみを処理。年間ベースでは

　　　　７ｔ程度のごみ減量化となる見込み。　

　　　　　　生ごみ処理施設にかかる光熱水費 184千円

　　　　　　生ごみ収集運搬及び処理施設管理委託料 250千円

　　　　　　生ごみ処理施設保守点検委託料 198千円

　　　　　　その他 112千円

（2）生ごみ処理容器購入補助金 53千円

小計 797千円

　　2.町内公共施設から排出される生ごみの減量化

　　　　　給食センター及び保育所から排出される生ごみを、町内に堆肥化処理施設をもつ業者

　　　　に委託して堆肥化する。年間１４ｔ程度のごみ減量化となる見込み。

　　　　　　生ごみ収集にかかる消耗品費 27千円

　　　　　　生ごみ処理委託料 648千円

小計 675千円

平成２６年度一般会計予算

前　年　度
予　算　額

本　年　度
予　算　額

財源内訳

コンポスト化容器購入に係る補助
◇補助率：45／100
◇購入時の請求書又は領収書（レシー

トでも可）と写真を付けて申請してく

ださい。
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提出課 地域整備課

（款）　７．土木費 （項）　１．道路橋梁費 （目）　３．道路新設改良費

（単位：千円）

事　業　名

国・県支出金 起債 その他 一般財源

26,000 64,000 22,400 30,700 33,300
（事業内容の説明）

　昨年度から引き続き、町道籠原栃原線、町道岸本停車場線の改良を行う。

　また、町内の幹線町道・主要町道のうち、公共交通機関通行や緊急車両進入の支障となるの狭あい

箇所について、改良の検討及び可能な箇所は実施を行う。

　　【財　　源】

　　　　社会資本整備総合交付金 22,400 千円（補助対象額　千円×60％）

　　　　過疎対策事業債 13,600 千円

　　　　合併特例事業債 17,100 千円

（款）　７．土木費 （項）　１．道路橋梁費 （目）　３．道路新設改良費

（単位：千円）

事　業　名  町道改良単独補助事業
本 年 度
予 算 額

国・県支出金 起債 その他 一般財源

8,215 7,575 7,575

（事業内容の説明）

　地元施工の町道改良事業に対し補助を行う。 （単位：円）

前　年　度
予　算　額

本　年　度
予　算　額

財源内訳

前　年　度
予　算　額

財源内訳

　町道改良事業

平成２６年度一般会計予算

事業主体 路 線 名 事 業 概 要 申 請 額 認 定 額 補助率 補 助 額

坂長 坂長１８号線
道路舗装工事
L＝１９２．６５ｍ

1,155,600 1,155,600 70% 808,000

坂長 坂長２５号線
防護柵設置工事
L＝９９ｍ

893,160 893,160 60% 535,000

坂長 坂長中央線
道路側溝改良工事
一式

1,090,800 1,090,800 70% 763,000

上野 上ミ上野線
道路舗装工事
Ａ＝４７１㎡

1,500,000 1,500,000 60% 900,000

添谷 溝口添谷線
道路側溝改良工事
L＝５０．０ｍ

2,500,000 2,500,000 70% 1,750,000

父原 父原線
道路側溝改良工事
L＝１４．０ｍ

1,090,000 1,090,000 60% 654,000

栃原 籠原栃原線
側溝蓋設置工事
Ｌ＝５０ｍ

594,000 594,000 70% 415,000

栃原 丸林線
道路側溝改良工事
L＝２４．０ｍ

2,500,000 2,500,000 70% 1,750,000

7,575,000計
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提出課 地域整備課

（款）　７．土木費 （項）　１．道路橋梁費 （目）　５．橋梁維持費

（単位：千円）

事　業　名 橋梁改修事業

国・県支出金 起債 その他 一般財源

0 20,000 12,000 7,600 400

（事業内容の説明）

　平成２３年度に策定した橋梁長寿命化修繕計画に基づき、年次的に橋梁改修工事を実施する。

【対象橋梁】

　・吉長橋（町道駅前河岡線）

　・山陰橋（町道溝口添谷線）

【財源】

　・社会資本整備総合交付金 12,000 千円（補助対象額　20,000千円×60％）

　・合併特例事業債 7,600 千円

前　年　度
予　算　額

本　年　度
予　算　額

財源内訳

平成２６年度一般会計予算平成２６年度一般会計予算

（単位：千円）

（事業内容の説明）

【財源内訳】
◎国県補助金

計 41,961
25%

＝
千円

地籍調査事業
補助金

55,948
55,948

国
＝

千円
千円

図面修正、再立会・再測量 等

補助対象事業費
×
×

補助率
50% 27,974 千円

13,987

一筆地調査（現地立会）、面積測量
一筆地調査の基礎となる基準点設置
本閲覧・法務局送付
法務局成果送付・数値情報化　等

事前調査、事前測量

宇代地区 （完了予定）

清原地区 （立会工程終了）

大江～吉定地区【国道周辺】　（立会工程開始）

番原・久古・口別所地区・荘・父原 （継続：単独）

県

農業費 （目） 10. 地籍調査費

小野地区 （立会工程開始）

上野地区 （新規：事前調査工程）

（款） 5. 農林水産業費 （項） 1.

財源内訳

事　業　名

47,206

前　年　度
予　算　額

　地籍調査事業

18,780

起債

本　年　度
予　算　額

60,741

国・県支出金

調査地区

一般財源

41,961

その他

　一筆毎に土地について、その所有者、地番及び地目等に関する確認調査を実施し、公共座標を基準として測
量を行い、地籍の明確化を図る。

作業内容
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